
21.6.2 経済部
国の総合経済対策について

閣議決定における岸田首相発言（総合経済対策の策定について）

指示日時 令和５年９月２６日（火）

概 要

コロナ禍を乗り越え、経済状況は改善しつつある他方、足下の物価高に国民は苦しんでおり、
個人消費や設備投資も力強さに欠ける不安定な状況にある。足下の急激な物価高から国民生
活を守り、新たなステージへ移行するとの方向感を明確かつ確実にし、後戻りすることがな
いよう、「総合経済対策」を策定。以下の柱に沿って、10月末を目途に取りまとめる。

経済対策の柱

１
○物価高対策
・燃料油価格、電気・ガス料金の激変緩和措置
・物価高対策のための重点支援地方交付金 など

２
○持続的賃上げと地方の成長
・中小・中堅企業の賃上げ環境整備や人手不足対応、生産性向上
・観光立国の取組、農林水産品の輸出拡大 など

３
○国内投資促進
・半導体などの戦略分野の国内投資促進やＧＸへの投資の拡大
・スタートアップ等の支援 など

４
○人口減少を乗り越え、社会変革の推進
・少子化対策、デジタル社会への変革の推進 など

5
○国民の安心・安全
・防災・減災、国土強靱化や外交・安全保障環境の変化への対応 など

資料４


